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公立大学法人富山県立大学事業報告書 

 

Ⅰ 法人に関する基礎的な情報 

 

１ 法人の概要 

 

⑴ 目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 業務内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 沿革 

H2. 4 月 

 

 

H4.10月 

H6. 4 月 

H8. 4 月 

 

H10.4月 

 

H15.4月 

 

H16.4月 

富山県立大学開学【日本海側初の工学系公立大学】 

（機械システム工学科、電子情報工学科設置） 

短期大学部を併設（農業技術学科、環境工学科設置） 

バイオテクノロジーの研究拠点として生物工学研究センター開所 

大学院博士前期課程（機械システム工学専攻、電子情報工学専攻）開設 

大学院博士後期課程（機械システム工学専攻、電子情報工学専攻）開設 

大学院博士前期課程（生物工学専攻）開設 

大学院博士後期課程（生物工学専攻）開設 

短期大学部専攻科（生物資源専攻、地域環境工学専攻）開設 

短期大学部の農業技術学科と環境工学科を再編し、生物資源学科と環境 

システム工学科を設置 

地域連携センター開所 

公立大学法人富山県立大学は、地方独立行政法人法に基づき、大学を設置し、

及び管理することにより、富山県における知の拠点として、広く知識と技術を授

け、未来を志向した高度な専門の学術を深く教授研究するとともに、特色ある教

育を行い、人間性豊かな創造力と実践力を兼ね備えた、地域及び社会に有為な人

材を育成し、併せて、広く開かれた大学として、優れた教育研究の成果を地域や

社会に還元し、もって富山県はもとより我が国と世界の学術文化の向上と地域及

び産業の振興、社会の発展に寄与することを目的とする。 

ア 県立大学を設置し、これを運営すること。 

イ 学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行

うこと。 

ウ 法人以外の者から委託を受け、又はこれと共同して行う教育研究の実施その他

の法人以外の者との連携による教育研究活動を行うこと。 

エ 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。 

オ 県立大学における教育研究の成果を普及し、及びその活用を促進すること。 

カ アからオまでに掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 
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H17.4月 

H18.4月 

 

 

 

H19.3月 

H19.4月 

H20.3月 

H21.4月 

H22.3月 

H24.3月 

 

H25.4月 

H27.4月 

 

H28.4月 

H29.4月 

 

短期大学部専攻科（環境システム工学専攻）開設 

工学部に新たに生物工学科を設置するとともに、機械システム工学科と 

電子情報工学科の２学科を、機械システム工学科、知能デザイン工学科 

及び情報システム工学科の３学科に再編 

併せて、大学院博士前期・後期課程を３専攻から４専攻に再編 

短期大学部生物資源学科廃止 

キャリアセンター開所 

短期大学部専攻科（生物資源専攻）廃止 

工学部環境工学科開設 

短期大学部環境システム工学科廃止 

短期大学部環境システム専攻廃止 

短期大学部閉学 

大学院博士前期課程（環境工学専攻）開設 

公立大学法人富山県立大学設置（地方独立行政法人化） 

大学院博士後期課程（環境工学専攻）開設 

機械システム工学科及び知能デザイン工学科の入学定員の増 

工学部医薬品工学科開設 

情報システム工学科及び環境工学科の名称を、電子・情報工学科と環境・

社会基盤工学科にそれぞれ変更し、あわせて入学定員を増員 
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経 営 企 画 課

教 務 課

教 授 会

大学院工学研究科委員会

附 属 図 書 館

計 算 機 セ ン タ ー

生物工学研究センター

地域連携センター

キャリアセンター

事 務 局

監　事 知能デザイン工学専攻

大学院工学研究科

情報システム工学専攻

環 境 工 学 専 攻

生 物 工 学 専 攻

環境・社会基盤工学科

教育研究審議会

生 物 工 学 科
副理事長
学　　長

医 薬 品 工 学 科

理　事

機械システム工学専攻

公立大学法人富山県立大学組織図

機械システム工学科

理事会 知能デザイン工学科

工 学 部

電 子 ・ 情 報 工 学 科

理事長 経営審議会

 

⑷ 組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 4 - 

 

 

２ 事務所の所在地 

富山県射水市黒河 5180 番地 

 

３ 資本金の額 

 6,614,440,000 円 （全額 富山県出資）  （対前年度増減額）０円 

 

４ 在学する学生の数（平成 29年 5月 1日現在） 

 総学生数     1,337 人 

 学士課程      1,163 人 

 博士前期課程   156人 

 博士後期課程    18人 

 

５ 役員の氏名、役職、任期、担当及び経歴 

役 職 氏 名 任 期 担 当 ・ 経 歴 

理事長 

 

寺井 幹男 平成27年4月1日～

平成31年3月31日 

平成25年4月 富山県教育長 

平成27年4月 県立大学理事長 

副理事長 石塚 勝 平成29年4月1日～

平成31年3月31日 

平成25年4月 県立大学長 

平成27年4月 県立大学副理事長 

理事 森 孝男 平成29年4月1日～

平成31年3月31日 

平成29年4月 県立大学副学長・工学部長 

県立大学理事 

理事 田中 篤人 平成29年4月1日～

平成30年3月31日 

平成28年4月 県立大学事務局長 

県立大学理事 

理事（非常勤） 杉野太加良 平成29年4月1日～

平成31年3月31日 

㈱スギノマシン代表取締役社長 

平成27年4月 県立大学理事 

理事（非常勤） 町野 利道 平成29年4月1日～

平成31年3月31日 

ＣＳポート㈱代表取締役社長 

平成27年4月 県立大学理事 

監事（非常勤） 林  晃司 平成29年4月1日～

平成31年3月31日 

弁護士 

平成27年4月 県立大学監事 

監事（非常勤） 金田 賢二 平成29年4月1日～

平成31年3月31日 

公認会計士 

平成27年4月 県立大学監事 

 

６ 職員の数（平成 30年 3月 31日現在） 

教員  135人（対前年度 20人増） 

職員   40人（対前年度  2人増） 
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Ⅱ 財務諸表の要約 

 

１ 貸借対照表 

（平成 30年 3月 31 日） 
    

（単位：百万円） 

資産の部 金額 負債の部 金額 

固定資産 8,011  固定負債 1,461  

 有形固定資産 7,803   資産見返負債 1,303  

 
 

土地 3,257   その他の固定負債 158  

 
 

建物 3,843  流動負債 919  

 
  

減価償却累計額 △ 723   運営費交付金債務 165  

 
 

構築物 84   寄附金債務 101  

 
  

減価償却累計額 △ 12   その他の流動負債 653  

 
 

工具器具備品 1,335  負債合計 2,380  

 
  

減価償却累計額 △ 707  純資産の部 
 

 
 

その他の有形固定資産 726  資本金 6,614  

 その他の固定資産 208  資本剰余金 △ 306  

流動資産 1,022  利益剰余金 314  

 現金及び預金 984  その他 31  

 その他の流動資産 38  純資産合計 6,653  

資産合計 9,033 負債純資産合計 9,033 

 

２ 損益計算書 

(平成 29年 4月 1日～平成 30年 3月 31日） （単位：百万円） 

区分 金額 

経常費用（A） 3,597  

 業務費 3,427  

 
 
教育経費 380  

 
 
研究経費 785  

 
 
教育研究支援経費 196  

 
 
その他の業務費 221  

 
 
人件費 1,845  

 一般管理費 170  

経常収益（B） 3,714  

 運営費交付金収益 1,909  

 授業料等収益 837  

 その他の収益 968  

臨時損益（C） 0  

当期総利益（B-A+C） 117  
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３ キャッシュ・フロー計算書 

(平成 29年 4月 1日～平成 30年 3月 31日） （単位：百万円） 

区分 金額 

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー（A） 575  

 原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 1,142  

 人件費支出 △ 1,809  

 その他の業務支出 △ 159  

 運営費交付金収入 1,999  

 授業料等収入 773  

 その他の業務収入 913  

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー（B） △ 183  

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー（C） △ 136  

Ⅳ資金増加額（D=A+B+C） 256  

Ⅴ資金期首残高（E） 635  

Ⅵ資金期末残高（F=E+D） 891  

 

４ 行政サービス実施コスト計算書 

(平成 29年 4月 1日～平成 30年 3月 31日） （単位：百万円） 

区分 金額 

Ⅰ業務費用 2,391  

 損益計算書上の費用 3,601  

 （控除）自己収入等 △ 1,210  

Ⅱ損益外減価償却相当額 205  

Ⅲ引当外賞与増加見積額 15  

Ⅳ引当外退職給付増加見積額 △ 26  

Ⅴ機会費用 10  

Ⅵ行政サービス実施コスト 2,595  
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Ⅲ 財務情報 

 

１ 財務諸表に記載された事項の概要 

 

⑴ 主要な財務データの分析（内訳・増減理由） 

ア 貸借対照表関係 

（資産合計） 

平成 29年度末現在の資産合計は、前年度比 35百万円(0.4％)増の 9,033

百万円となった。 

主な増加要因としては、現金及び預金が 288百万円(41.5％)増の 984

百万円となったことが挙げられる。 

また、主な減少要因としては、未収金が 188百万円(83.2％)減の 38百

万円、減価償却により工具器具備品が 106百万円(14.4％)減の 628百万円

となったことが挙げられる。 

 

（負債合計） 

平成 29年度末現在の負債合計は、前年度比 38 百万円(1.6％)増の

2,380百万円となった。 

主な増加要因としては、短期リース債務が 76万円(149.4％)増の 126

百万円、長期リース債務が 44百万円(90.5％)増の 92百万円、運営費交付

金債務が 33百万円(24.8％)増の 165 百万円、寄付金債務が 37百万円

(57.8％)増の 101 百万円となったことなどが挙げられる。 

また、主な減少要因としては、未払金が 70百万円(13.0％)減の 470 百

万円となったことが挙げられる。 

 

（純資産合計） 

平成 29年度末現在の純資産合計は、前年度比 2百万円(0.03％)減の

6,653 百万円となった。 

主な増加要因としては、施設費財源による改修工事等により資本剰余金

が 77百万円(37.5％)増の 284百万円となったことが挙げられる。 

また、主な減少要因としては、減価償却により損益外減価償却累計額が

205 百万円(53.2％)増の △590百万円となったことが挙げられる。 

 

イ 損益計算書関係 

（経常費用） 

平成 29年度の経常費用は、前年度比 318百万円(9.7％)増の 3,597百万

円となった。 

主な増加要因としては、研究経費が 110百万円(16.2％)増の 785百万円、
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教員増に伴う教員人件費が 218百万円(18.4％)増の 1,403百万円となった

ことが挙げられる。 

また、主な減少要因としては、受託研究費が 163百万円(42.4％)減の

221 百万円となったことが挙げられる。 

 

（経常収益） 

平成 29年度の経常収益は前年度比 339百万円(10.1％)増の 3,714百万

円となった。 

主な増加要因としては、運営費交付金収益が 224百万円(13.3％)増の

1,909 百万円、補助金等収益が 115 百万円(50.2％)増の 345百万円となっ

たことが挙げられる。 

また、主な減少要因としては、受託研究等収益が 162百万円(50.4％)

減の 160百万円となったことが挙げられる。 

 

（当期総損益） 

上記経常損益等の結果、当期総利益は 117百万円となった。 

 

ウ キャッシュ・フロー計算書関係 

（業務活動によるキャッシュ・フロー） 

平成 29年度の業務活動によるキャッシュ・フローは 14百万円(2.5％)

増の 575 百万円となった。 

主な増加要因としては、補助金等収入が 144 百万円(44.1％）増の 471 

百万円、運営費交付金収入が 117 百万円(6.2％)増の 1,999 百万円とな

ったことが挙げられる。 

また、原材料、商品又はサービスの購入による支出が 326 百万円

(39.9％)増の △1,142 百万円、人件費の支出が 132 百万円(7.9％)増の 

△1,809 百万円となったことが挙げられる。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

平成 29年度の投資活動によるキャッシュ・フローは 204百万円

(52.7％)減の △183 百万円となった。 

主な要因としては、有形固定資産の取得による支出が 136 百万円

(32.0％)減の △288 百万円、施設費による収入が 86 百万円(114.0％)

増の 162 百万円となったことが挙げられる。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

平成 29年度の財務活動によるキャッシュ・フローは 、リース債務の返

済による支出により、85 百万円(167.9％)増の △136 百万円となった。 
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エ 行政サービス実施コスト計算書関係 

（行政サービス実施コスト） 

平成 29年度の行政サービス実施コストは 、292 百万円(12.7％）増の 

2,595百万円となった。 

主な増加要因としては、損益計算書上の費用の業務費が 308 百万円

(9.9％)増の 3,427 百万円、控除する自己収入等の受託研究等収益が 162 

百万円(50.4％)減の△160 百万円となったことが挙げられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ セグメントの経年比較・分析（内容・増減理由） 

当法人は、単科大学であり、単一セグメントにより全ての事業を実施して

いるため、セグメントについては区分していない。 

 

⑶ 目的積立金の申請状況及び使用内訳等 

当期総利益 117,274,118 円のうち、中期計画の剰余金の使途において定め

た教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充てるため、80,000,000 円を

目的積立金として申請している。 

なお、平成 29年度においては、目的積立金を使用していない。 

（表）主要財務データの経年表 
 

（単位：百万円） 

区分 27年度 28年度 29年度 

資産合計 8,575  8,998  9,033  

負債合計 1,917  2,342  2,380  

純資産合計 6,658  6,656  6,653  

経常費用 2,912  3,279  3,597  

経常収益 3,082  3,375  3,714  

当期総利益 170  82  117  

業務活動によるキャッシュ・フロー 902  561  575  

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 407  △ 386  △ 183  

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 22  △ 51  △ 136  

資金期末残高  511  635  891  

行政サービス実施コスト  2,079  2,304  2,595  

（内訳）          

 業務費用    1,791  2,060  2,391  

  うち損益計算書上の費用  2,912  3,293  3,601  

  うち自己収入  △ 1,121  △ 1,233  △ 1,210  

 損益外減価償却相当額  191  194  205  

 引当外賞与増加見積額  7  24  15  

 引当外退職給付増加見積額  82  14  △ 26  

 機会費用    8  12  10  
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２ 重要な施設等の整備等の状況 

 

⑴ 当事業年度中に完成した主要施設等 

・厚生棟（食堂）改修工事 事業費 75百万円 

 

⑵ 当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 

・合同棟増築工事 当該年度事業費 6百万円 

 

⑶ 当事業年度中に処分した主要施設等 

該当なし。 

 

３ 予算及び決算の概要 

次の予算・決算は、公立大学法人の運営状況について、県のベースにて表示

しているものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

      
（単位：百万円） 

区分 
27年度 28年度 29年度 

予算 決算 予算 決算 予算 決算 

収入 

  

3,240 3,299 3,357 3,535 3,504 3,665 

運営費交付金 1,779 1,782 1,923 1,883 1,986 1,999 

自己収入  676 716 724 751 782 845 

授業料等収入 637 664 678 699 731 772 

その他収入 39 52 46 52 51 73 

目的積立金取崩収入 
  

22 56 50 0 

受託研究等収入 403 429 394 432 215 365 

補助金等収入 382 372 294 413 471 456 

支出 

  

3,240 2,993 3,357 3,333 3,504 3,403 

業務費 

  

2,343 2,179 2,563 2,520 2,893 2,793 

教育研究経費 688 590 685 690 870 834 

教育研究支援経費 135 100 250 253 154 161 

人件費 1,520 1,489 1,628 1,577 1,869 1,798 

一般管理費 367 361 352 414 376 407 

受託研究等経費 530 453 442 399 235 203 

収入－支出 0 306 0 202 0 262 
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Ⅳ 事業に関する説明 

 

１ 財源の内訳 

当法人の経常収益は、3,714百万円で、その内訳は、運営費交付金収益 

1,909 百万円（51.4％(対経常収益比、以下同じ。))、授業料等収益 837 百

万円（22.5％）、その他 968百万円（26.1％）となっている。 

 

２ 財務情報及び業務の実績に基づく説明 

大学は、１学部（工学部）、１研究科（工学研究科）及び複数の附属施設（附

属図書館、地域連携センター、キャリアセンター、計算機センター及び生物

工学研究センター）により構成され、中期目標を達成するための中期計画に

基づき定めた年度計画に基づき、業務を実施したところであり、その内容は、

地方独立行政法人法第 78条の２第２項に基づく平成 29年事業年度に係る業

務の実績に関する報告書の項目別の概要に記載するとおりである。 

当法人は、単科大学であり、単一セグメントにより全ての事業を実施してお

り、事業の実施財源は、１の財源の内訳の記載のとおりである。また、事業

に要した経費は、教育経費 380百万円（10.6％（対経常費用比、以下同じ。））、

研究経費 785百万円（21.8％）、教育研究支援経費 196百万円（5.4％）、その

他の業務費 221百万円（6.1％）、人件費 1,845百万円（51.3％）、一般管理費

170百万円（4.7％）となっている。 

特定の事業を実施するため富山県などから交付を受けた補助金を財源とし

て実施した主な事業は、次のとおりである。 

・大学の認知度を高める戦略的広報事業 12百万円 

・富山県立大学看護学部新設ＰＲ事業 5百万円 

・県立大学仮設校舎（第 1期･第 2期）管理事業 134百万円 

・県立大学厚生施設（食堂等）改修事業 67百万円 

・県立大学合同棟増築事業 6百円 

・県立大学仮設校舎（第 3期）通信設備整備事業 3百万円 

・学生実験室整備事業 41百万円 

・新任教員研究機器等整備事業 20百万円 

・学科拡充に伴う学生募集強化事業 23百万円 

・県内就職定着促進事業 11百万円 

・地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（ＣＯＣ＋） 24百万円 

・ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ（牽引型） 5百万円 

・戦略的基盤技術高度化支援事業 14百万円 
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Ⅴ その他事業に関する事項 

 

１ 予算、収支計画及び資金計画 

 

⑴ 予算         

決算報告書参照 

 

⑵ 収支計画 

年度計画及び財務諸表（損益計算書）参照 

         

⑶ 資金計画         

年度計画及び財務諸表（キャッシュ・フロー計算書）参照 

 

２ 短期借入の概要 

該当なし。 

 

３ 運営費交付金債務及び当期振替額の明細 

 

⑴ 運営費交付金債務の増減額の明細 

      
(単位：百万円） 

交付年度 期首残高 当期交付金 

当期振替額 

期末残高 
運営費交付

金収益 

資産見返運

営費交付金 

資本剰

余金 
小計 

平成 29年度 - 1,999  1,909  58  0  1,967  32  

合計 - 1,999  1,909  58  0  1,967  32  

    

⑵ 運営費交付金債務の当期振替額の明細  

      
(単位：百万円） 

区分 金額 内訳 

期間進行 
基準によ
る振替額 

運営費交付
金収益 

1,909  
①期間進行基準を採用した事業等 
・費用進行基準を採用した業務以外の全ての事業 
②当該業務に係る損益等 
 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：1,909 
 ｲ)自己収入に係る収益計上額：- 
 ｳ)固定資産の取得額：工具器具備品 37、車両運搬具 7、 
   ｿﾌﾄｳｪｱ 2、図書 5、特許権仮勘定 7 
③運営費交付金の振替額の積算根拠 
・期間進行基準に係る運営費交付金債務を全額収益化 

資産見返運
営費交付金 

58  

資本剰余金 0  

計 1,967  
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⑶ 運営費交付金債務残高の明細 

  
(単位：百万円） 

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画 

平成 27年度 

費用進行基準
を採用した 

業務に係る分 
86  大谷基金 

期間進行基準
を採用した 

業務に係る分 

24  退職給付執行残 

平成 28年度 23  退職給付執行残 

平成 29年度 32  退職給付執行残 

  165   

 


